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枝野ビジョン 2023 

まっとうな明日へ！ 
～立憲民主党の理念と社会ビジョン～ 
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0. 今、理念とビジョンが問われている

⚫ 少子高齢化･人口減少、長期にわたる経済の低迷

→不安の拡大、見失われる希望、止まらない政治不信

↓ 

⚫ 示されない時代の理念

40年間、理念と実態なきスローガンだけが踊り続ける 

―改革･変革･時代の転換点･新しい･異次元･身を切る etc. 

⚫ 社会の変化に対応できていない政権

目の前の個々の事象にパッチワークのように後追いで対応するばかり 

何が変わり、何を、なぜ、どう変えるのか、示されていない 

○古い政治･古い政権を変えなければならない

しかし 

新たな政権の選択肢となるべき私たちも、 

新たな明確な理念と、具体的なビジョンを伝えきれていない。 

⚫ 代表在任時=時間に追われながら党の主張を一方向で訴え

自分たちの訴えが必ずしも届いていないという反省 

⚫ この 2年、比較的ゆっくりと双方向で対話

暮らしの現場からの声から、見えてきた政治不信の本質 

⇒国民は単に変えること(=政権交代)を求めているのではない

信念に基づくブレない理念と確固たるビジョン(=将来像)を

求めている

↓↓ 

目先の現象や政局に右往左往せず、目の前の各論のみに振り回されず、 

○ 政治理念(根本となる考え)をより明確にして

社会の変化を具体的に示し、それに対応した

目指す社会のビジョン(将来像)を打ち出すことが必要
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1. 立憲民主党の理念

○ 党名からも、綱領からも、明確

立憲主義こそが基本理念

―ただし、その解説が必要 

立憲民主党綱領 冒頭 

立憲主義と熟議を重んじる民主政治を守り育て、人間の命とくらしを守る 

立憲主義 

「憲法に基づいて政治を行う」という基本的な考え方で、憲法によって、政

府の恣意的な権力の行使を制限し、国民の権利を守ろうとするもの 

日本国憲法が政治に求める基本理念 

第 13条 すべて国民は、個人として尊重される。 

第 25 条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。 

↓ 

立憲主義に基づき、 

一人ひとりを尊重して、 

それぞれが抱えている多様な思いと不安に寄り添い、 

いかなる経済・社会状況の下でも、すべての一人ひとりに 

健康で文化的な生活を保障すること 

⚫不安が募り、経済が低迷し、未来への希望が見えにくくなっている時代状況

↓

この立憲民主党の理念は、時代の要請である。
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2. 社会はどう変わったのか？

○ 人口が急激に増えていた社会→急激な人口減少社会

⚫ 広がる老後の不安と強まる子育て支援の重要性

⚫ 実態と合わなくなった人口増を前提とした既存制度と将来展望

⇒実態を踏まえた抜本的な見直しが急務

○ 戦後復興･高度経済成長→経済が成熟化

⚫ 高度成長を支えた規格大量生産分野での競争力が失われている

→経済全体に占める国内消費のウェートが拡大

⚫ 国際競争力維持を大義とした賃金抑制→国民の購買力が低迷

⇒消費不況が常態化

○ 急速な核家族化都市化→身近な支え合いが機能しにくい社会

⚫ かつて支え合いの中心であった家族･親族がいない、少ない

いても近くに住んでいない

⚫ 隣近所などの地域コミュニティーの関係が希薄化

多くの人が「勤め人」となり支え合いに費やせる時間が不足

⇒社会全体（=政治の力）で支え合うことがより重要に

○ 急激な気候変動とウクライナ侵攻など権威主義の台頭

→脱炭素化と、権威主義に振り回されない食料確保が喫緊の課題に

⚫ 大量生産･大量消費型の経済社会が限界に

⚫ 食料生産などの国際分業に深刻な不安

⇒食料･エネルギーの自給率向上と、冷静で現実的な外交が不可欠に
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3. 変化に対応できない政治

昭和･平成の古い改革 

昭和の中曽根行革以来、40 年以上 

自己責任と競争をあおり、小さな政府を掲げて民営化を進め、 

身を切るとして多くの役割を民間に委ねることを良しとする改革が続いてき

た。 

しかし、それは、 

高度成長の余韻が残り、人口も増えていた「昭和」の発想 

⚫ 高齢化による老後の不安も、加速する少子化も、自己責任と競争が強調され

ることで、むしろ事態が深刻化

⚫ 身近な支え合いが機能し難くなる中で、小さな政府では、老後や子育てなど

多様化深刻化している国民の不安に対応できない

⚫ 競争などで需要が掘り起こされるというのは人口増加時代の発想

⚫ 民間の市場原理に多くを委ねることで、賃金抑制が続き、購買力を弱めて消

費不況が常態化

⚫ 経済成長を最優先にした社会の下で、市場の力に頼るだけでは、脱炭素化や

食料の確保は進まない

⚫ 民営化や民間委託が税金の流れを不透明化

社会状況に合わなくなった政治=古い改革[小さな政府] 

↓↓

社会の変化に対応し、 

一人ひとりを尊重して、すべての人に健康で文化的な生活を保障するための 

未来への改革[一人ひとりの力を引き出す政府]へ
パッチワークのように目先の各論を解決しようとしても限界 

政府方針=政治の方向性そのものを大胆に転換する。
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4. 理念を実現するためのビジョン

(1) 互いに支え合うまっとうな社会へ 

-公共サービスの充実-

(2) 安心を生み消費を活性化させるまっとうな経済へ 

-再分配で公共サービスの担い手を支える-

(3) 公正で信頼できるまっとうな政治へ 

-透明化と議会の復権-
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4. 社会の変化に対応し理念を実現するためのビジョン

(1)互いに支え合うまっとうな社会へ 

-公共サービスの充実-

⚫ 身近な支え合いが機能し難くなっている中で不安が拡大

↓

医療･介護･学童を含む保育･大学等も含む公教育･公共交通･公共住宅･

災害対策など

①. イザというとき困ったときに一人ひとりを支え

る公共サービスを、無償又は安価で、十分な質と

量を提供する=「今」を互いに支え合う 

食料自給を確保するための一次産業や、原発に依存せず脱炭素化を進

める再生可能エネルギーなど 

②. 持続可能な暮らしを守るために不可欠な営み

を、新しい公共サービスと位置づけ、維持･拡大す

る=「未来」と互いに支え合う 

↓↑ 

⚫ 手あたり次第の民営化と規制緩和で

支え合いを破壊してきた「過去」

↓↓ 

 将来の不安が小さくなることで、過剰貯蓄が不要となり、

今の生活を充実させることができ、消費の拡大にもつながる



4. 社会の変化に対応し理念を実現するためのビジョン

(2)安心を生み消費を活性化させるまっとうな経済へ 

-再分配で公共サービスの担い手を支える-

○ 長期化する消費不況に対する最大の経済対策=

消費性向の高い低中所得層を中心に、可処分所得を増やし、購買力

（消費することのできる経済力）を高めること 

そのための王道= 

残業規制や非正規雇用への規制強化･最低賃金の引上げなどで 

①. 人間らしい働き方を確保し賃金アップを促す

一方で、中小零細を中心に民間の賃金アップには、企業の売り上げ･収益のアッ

プが不可欠 

→賃金アップの前に[経済成長=消費拡大]が必要

↓ 

民間のみが先行した賃金アップに、大きく依存することはできない。 

⚫ 必要･重要な公共サービスの多く=非正規雇用が多いなど重労働なのに低賃

金

→慢性的な人手不足で必要なサービスの質と量が確保できていない

⚫ 公共サービス=市場原理だけでは維持できないサービス

→人件費を含む経費の多くは税･社会保険料等の公的資金が財源

↓ 

※ 公共サービスを担う方々の賃金は、政治が決めなければアップせず、政治

が決めればアップできる。

↓↓ 

介護職員･保育士･学童指導員･看護師等の医療従事者･非正規の教員や 
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公務員など 
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②. 低賃金で人手不足の公共サービスについて、非正

規職員の正規化を進めるなど賃金･待遇を引上げ、

質･量ともに十分な人員を確保する 

公共交通や、一次産業など 

③. 人手不足が深刻な新しい公共サービスについて

も、公的資金で下支えして働き手の賃金･待遇を引

き上げ、質･量ともに十分な人員を確保する 

そのために 

金融所得課税の強化や税回避の取り締まりなど、 

④. 応分の負担をしていない富裕層や超大企業への

公正な課税で、所得再分配機能を強化する 
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4. 社会の変化に対応し理念を実現するためのビジョン

(3)公正で信頼できるまっとうな政治へ 

-透明化と議会の復権-

◎ 政治への信頼がなければ、どのようなシステムも機能しない

⚫ 社会の変化に対応できていない政策を強引に推進

→学術会議に象徴される異論を排除し強権的に物事を進める政治

国会議論や憲法等のルールを軽視する独りよがりの政治

防衛費倍増など思い付きの言葉と数字が踊るパフォーマンス政治

⇒国民の間に広がる息苦しさと諦観

⇒忖度の横行と権力の私物化

⚫ 公文書管理や情報公開の後退・議会によるチェック機能の弱体化

→是正されない不祥事や政策の失敗→政治不信の拡大

⚫ 民営化や民間委託の拡大=及びにくい情報公開や議会のチェック

→不透明感が増大

↓↓ 

①. 民営化された組織や民間委託先についても、税金等によって担われる公的

業務については公文書管理と情報公開の対象に含めるなど、政策決定

プロセスを透明化する。

②. 専門家等による客観的知見･情報と、それを踏まえた政治的判断とを整理･

区分して説明し、事実と根拠に基づく冷静で合理的な政

策選択を進める。

③. 国会･地方議会を通じて、行政の議会に対する情報開示義務を拡大し、

議会によるチェック機能を回復する。
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5. 未来への改革 九つの柱

―一人ひとりの力を引き出す政府― 

①. 子育て支援･大学を含む教育、医療･介護など、それぞれが負担可能な費用で

必要な公的サービスを受けられるよう、負担を適正化しつつ、質と量の確保

を図る。 

②. 保育士・介護職員・看護師、非正規の公務員・教員、公共交通・物流など、
公共サービスの担い手について、正規雇用を原則とするなど処遇･待遇を底上

げしつつ必要な人員を確保して、質量ともに充実させる。

③. 食料自給率の向上を政府の責務として明確にし、安全で安心できる食料を確
保する一次産業を、新しい公的サービスとして位置づけ、持続可能な所得と

待遇を保障する。 

④. 中間層･低所得層の所得税や消費税の増税、社会保険料率の引き上げなどは行
わず、原則として 20.315％しか課税されない金融所得への課税を強化するな

ど、富裕層・超大企業への課税で公正な再分配機能を取り戻す。

⑤. 分散型再生可能エネルギーの普及・拡大や、断熱機能の強化、蓄電技術の高度
化などを強力に支援して、価格を抑制しつつ、一日も早い原発ゼロと脱炭素

化を両立させて実現する。

⑥. 一次産業を含めた中小企業や零細事業者の、技術力・機動力・地域との密着性
などを活かし、循環経済の確立による資源の安定供給、地方大学等への支援

強化を通じた人材確保、オンリー･ワンのビジネス展開に向けた商品開発･販

路開拓の支援などにより、活力ある地域経済を創造する。

⑦. 国際協調と専守防衛を基本とした冷静かつ現実的な安全保障政策を推進しつ
つ、環境･人権･地域に配慮した持続可能な通商ルールの確立や、貧困･格差･

気候変動など SDGs（国連･持続可能な開発目標）の実現を通じて、戦争を「し

ない、できない」国際社会の構築を目指す。

⑧. 選択的夫婦別姓制度や LGBTQ 差別解消法、独立した人権擁護機関の創設な

どを実現し、多様な一人ひとりを互いに認め合う社会をつくる。 

⑨. 主体が民間であっても、税金によって担われる公的業務については対象に含

めるなど、公文書管理と情報公開を抜本的に強化して、政治･行政を透明化

する。
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6. もっと良い未来へ

⚫ バブル崩壊以降も、日本の国際経常収支は黒字を積み重ね

2010代には、企業収益の国内総計が、過去最高額を繰り返し更新

↓

○ 日本全体としては富を積み重ねており、決して貧しくなってはいない

経年劣化によるメンテナンス費用が増加しているとはいえ、 

○ 公共インフラの整備が既に相当程度進んでいる

先端分野では急成長している他国が少なくないとはいえ、識字率の高さなど 

○ 国民全体の教育･技術･文化などの水準は、今なお世界最高レベルにある

↓

日本の現状を悲観することはない

まっとうな明日へ！

時代の変化に対応して大胆に政府方針を転換すれば、

もっとよい未来を切り拓くことができる。 
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